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■ １ はじめに ■ 

 2017 年６月に「刑法の一部を改正する法律」（平

成 29 年法律第 27 号）が成立し、同年７月 13 日より

施行された。本法は、近年における性犯罪の実情等

にかんがみ、事案の実態に即した対処を可能にする

ため、性犯罪に関する罰則の整備を行ったものであ

る。改正された性刑法の特徴の１つに、重罰化（厳

罰化）がある。強姦罪については、法定刑の下限が

３年以上の有期懲役、集団強姦罪は４年以上の有期

懲役であったが、これらは強盗罪（５年以上の有期

懲役）よりも低いといった批判などがあったことか

ら、その見直しを図り、強制性交等罪を新設するに

あたって、法定刑の下限を強盗罪と同じ懲役５年以

上に引き上げた。今回行った強制性交等罪の法定刑

の引き上げについては、改正を審議する過程で強姦

罪の量刑の現状などを分析して、実務上評価済みで

あることを確認した上で、当該犯罪に対する価値判

断の変化に基づいた評価変更を行ったという見方が

主張されているところである。評価変更の是非はさ

ておき、価値判断の変化があったのか（正しく観測

されていたのか否か）は、検証する必要がある。 

 そこで、本報告では、①平成年間の性犯罪事件を

対象にして、統計手法によって、強姦（強制性交等）、

強姦致傷（強制性交等致傷）などの性犯罪事件に関

する刑期判断基準（犯情や一般情状に関する各因子

の重みづけ）を分析するとともに、②それを踏まえ

て、実務における価値判断の変化があったのか（正

しく観測されていたのか）を検証したいと思う。 

■ ２ 手続 ■ 

（１）対象  

 本分析の対象としたのは、LEX/DB インターネット

〔TKC 提供〕及び裁判所ホームページの裁判例情報

に掲載された 2019 年５月 19 日の時点で収録されて

いた平成年間の強姦（強制性交等）、強姦致傷（強制

性交等致傷）などに関する性犯罪事件の裁判例で、

第一審において有罪となり、有期懲役（執行猶予を

含む）に処された事案 214 件である。 

 対象選定の手続は、以下のとおりである。 

 ①まず、犯情が最も重い処断罪名が、「強姦（強制

性交等）」、「強姦致傷（強制性交等致傷）」、「強姦未

遂（強制性交等未遂）」、「準強姦（準強制性交等）」、

「準強姦未遂（準強制性交等未遂）」、「準強姦幇助」

「集団強姦」、「集団強姦致傷」、「集団強姦未遂」、「集

団準強姦」のものに絞っている。 

 ②このうち、宣告刑が「有期懲役」のものに限定

した（「無期懲役」のものは除外した）。 

 ③なお、①・②に該当する裁判所ホームページの

裁判例のうち、裁判年月日が特定できないものは、

本分析から除外した。 

（２）調査票について  

 調査票は、「刑事事件量刑データベース」〔TKC 提

供〕を参考にして「たたき台」を作成した。それを

踏まえて、本調査が対象としている裁判例を、一度

すべて目を通した上で、犯情と一般情状に関するア

イテム（量刑因子）とカテゴリーを調整して作成し

た。設定した量刑因子（アイテム）の数は 43 で、そ

れらのカテゴリーは合計すると 151 になる。 

 本分析で用いた量刑因子（アイテム）は、（１）性

犯罪の犯情（性犯罪で犯情が最も重いもの）では、

（１-①）被害者との関係、（１-②）姦淫行為、（１-

③）共犯関係、（１-④）被害結果（傷害）、（１-⑤）

動機、（１-⑥）凶器等、（１-⑦）犯行場所、（１-⑧）

精神症状、（１-⑨）心神耗弱、（１-⑩）被害者の落

ち度、（１-⑪）飲酒、（１-⑫）薬物、（１-⑬）計画

性、（１-⑭）組織性である。（２）犯行後の行為では、

（２-①）罪証隠滅行為、（２-②）窃盗・詐欺（未遂

も含む）、（２-③）逃亡・逃走、（２-④）その他（犯

行後）である。（３）すべての性犯罪の被害者数では、

（３-①）強姦、（３-②）強姦未遂、（３-③）強制わ

いせつ、（３-④）強制わいせつ未遂である。（４）一

般情状では、（４-①）前科・前歴（少年院歴）、（４-

②）累犯前科、（４-③）服役歴、（４-④）反省、（４

-⑤）謝罪、（４-⑥）示談、（４-⑦）損害賠償、（４-

⑧）被害者感情、（４-⑨）自首、（４-⑩）通報、（４

-⑪）再犯可能性、（４-⑫）更生可能性、（４-⑬）高

齢、（４-⑭）若年、（４-⑮）真相解明の協力、（４-

⑯）社会的影響、（４-⑰）同情の余地、（４-⑱）不

遇、（４-⑲）身元引受け・更生支援体制、（４-⑳）

その他、（４-㉑）執行猶予期間中である。 

■ ３ 方法と結果 ■ 

（１）刑期判断基準（量刑予測モデル）  

【方法】 分析は、変数増減法を用いた数量化理論

第Ⅰ類で行った（ソフトは、エスミ社の数量化理論

Ver.4.0 を用いた）。従属変数は宣告刑の刑期（月に

換算）で、説明変数は上記の 43 量刑因子（アイテ

ム）・151 カテゴリーである。F 値は 2.0 に設定した。 

【結果：分析精度】 重相関係数が 0.908（自由度

修正済み重相関係数は 0.886）で、決定係数が 0.824

（自由度修正済み決定係数は 0.785）であった。赤

池情報量規準（AIC）は 2194.138 であった。非常に



高い相関で、予測モデル式の当てはまりがよかった。 

【結果：予測モデル式】 変数増減法によって、43

の量刑因子が 16 に選別された［表１］。レンジ、偏

相関係数、相関比などの結果から判断すると、強姦

（強制性交等）、強姦致傷（強制性交等致傷）などに

関する性犯罪事件の刑期判断基準（量刑予測モデル）

は、①すべての性犯罪の被害者数、犯情が最も重い

性犯罪に関する傷害の有無や程度（被害結果）など

を中心に、刑期の基本的な位置づけを決め、②それ

に対して、被害者の落ち度、飲酒などの犯情が、修

正要素として影響を与えており、③そして、示談の

成否（一部成立を含む）、再犯可能性の有無（高低）、

若年、不遇、身元引受け・更生支援体制の有無など

が、一般情状として、刑期の判断に関して影響を与

えているという傾向が見えてきた。 

□ 表１ □ 

 

（２）標準化残差による重罰化傾向の分析  

【方法】 上記の３−（１）で示した予測モデル式（刑

期判断基準）をもとに、各サンプル（214 件）の標

準化残差（標準誤差で標準化した残差〔実測値-予測

値〕）を算出した。そして、女性に対する暴力に関す

る専門調査会で性暴力／性犯罪が重点的に議論され

るようになった 2011 年（平成 23 年）を基準に、2008

年から 2012 年の 5 年をそれぞれ判別点に設定して、

判別点「以前」と「以降」の標準化残差の平均値、

中央値などを計算した［表２］。 

【結果】 ①「2012 年以前」は、標準化残差の平均

値が-0.17、中央値が-0.20 であるのに対して、「2012

年以降」は、標準化残差の平均値が 0.15、中央値が

0.04 であった。②「2011 年以前」は、標準化残差の

平均値が-0.24、中央値が-0.20 であるのに対して、

「2011 年以降」は、標準化残差の平均値が 0.19、中

央値が 0.04 であった。③「2010 年以前」は、標準

化残差の平均値が-0.27、中央値が-0.23 であるのに

対して、「2010 年以降」は、標準化残差の平均値が

0.19、中央値が 0.09 であった。④「2009 年以前」

は、標準化残差の平均値が-0.34、中央値が-0.25 で

あるのに対して、「2009 年以降」は、標準化残差の

平均値が 0.20、中央値が 0.04 であった。⑤「2008

年以前」は、標準化残差の平均値が-0.37、中央値が

-0.30 であるのに対して、「2008 年以降」は、標準化

残差の平均値が 0.20、中央値が 0.07 であった。 

 これらの結果から、2011 年（平成 23 年）を基準

に年を遡るにつれて、標準化残差の平均値及び中央

値が徐々に差が開いていくことを見て取れる。した

がって、女性に対する暴力に関する専門調査会で性

暴力／性犯罪が重点的に議論されるようになった

2011 年（平成 23 年）の時点で、すでに性犯罪の量

刑が緩やかな重罰化（厳罰化）の傾向にあったもの

と解される。 

□ 表２ □ 

 

■ ４ まとめと今後の課題 ■ 

 ①平成年間の強姦（強制性交等）、強姦致傷（強制

性交等致傷）などの性犯罪事件に関する刑期判断基

準（犯情や一般情状に関する各因子の重みづけ〔傾

向〕）は、すべての性犯罪の被害者数、犯情が最も重

い性犯罪に関する傷害の有無や程度（被害結果）な

どを中心に、刑期の基本的な位置づけを決めている

こと、②2011 年（平成 23 年）の時点で、すでに性

犯罪の量刑が緩やかな重罰化（厳罰化）の傾向にあ

ったことを確認した。 

強盗強姦や強姦殺人に関する事件の量刑基準につ

いても、今後、同様の分析・検証をしたいと思う。 
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